
歳 入
〔収入〕
( )内は総額に
占める割合

地方交付税
29億5,287万円(4.6%)

県支出金
51億2,142万円(8.0%)

市債
67億676万円(10.4%)

その他
60億2,449万円(9.4%) 306億6,115万円(47.7%)306億6,115万円(47.7%)

自主財源

歳 入
〔収入〕

総額 642億8,059万円
前年度比 51億9,985万円増(8.8%増)

254億6,925万円
(39.6%)

254億6,925万円
(39.6%)

市税市税

51億9,190万円(8.1%)
使用料・手数料など128億1,390万円(19.9%)

国庫支出金国庫支出金

市税
国庫支出金
　
県支出金
　　　　　

市に納められる税金
市が行う特定の事業に対して
国が支出するお金
市が行う特定の事業に対して
県が支出するお金

市債
地方交付税
自主財源
依存財源

多額の費用が必要な場合などに行う市の借入金
市の財政状況に応じて国から交付されるお金
市が自主的に収入できるお金
国や県によって定められた額の交付金

用語の
解説

336億1,944万円(52.3%)336億1,944万円(52.3%)

依存財源

市民 1 人当たりの�市税負担15.3万円
※市税（法人などを除く）を人口140,493人※市税（法人などを除く）を人口140,493人
　（ 3月31日時点）�で割って算出　（ 3月31日時点）�で割って算出

令和 6 年度 決算状況

　市では毎年、予算の執行状況や決算について公表し、皆さんの納めた税金などがどのように使われているかを
お知らせしています。市の財政を身近に感じてもらえるよう、令和 6年度の決算概要や市の財政状況をまとめました。

※四捨五入の関係で、値が合わない場合があります※四捨五入の関係で、値が合わない場合があります

■■現在高　214億8,043万円現在高　214億8,043万円
�財政調整基金　70億�財政調整基金　70億1，6961，696万円、万円、
減債基金　49億8，463万円、減債基金　49億8，463万円、
まちづくり基盤整備基金　44億8,741万円まちづくり基盤整備基金　44億8,741万円
など11基金など11基金

特定の事業を行ったり、財源が不足特定の事業を行ったり、財源が不足
したりするときに使います。したりするときに使います。

昨年度比
1.5億円

増

基金基金

■公有財産
　土地/177.8万㎡、建物/延べ床面積40.4万㎡、
　�有価証券/２，８３１万円、出資金（特定の協会や公社な
どへの出資金）/16億9,070万円

財産

市債（長期借入金）
主に道路や学校、下水道など、長期間使用する施設を整備す
るときの財源の一部にします。令和 6年度は、大規模事業の
実施に伴い、昨年を上回る借入を行っています。

特別会計

区分 歳入 歳出 差し引き
国民健康保険 113億5,430万円 112億6,905万円 8,525万円

財産区 2億1,633万円 2億1,633万円 0万円

学校給食センター 11億5,622万円 11億5,622万円 0万円

介護保険 102億5,873万円 101億5,235万円 1億638万円

後期高齢者医療 20億7,227万円 20億6,883万円 344万円

特定の歳入を特定の歳出に充てて経理する会計です。

※地方公営企業法を適用している水道事業と下水道事業は除く

●特別会計の内訳

■市債残高
　（591.1億円）の内訳

問 �財政課（ 3 階）☎561-2304、561-2483

（億円）

（年度）令和 2 5 63 4

650

550

450

750
681.7681.7

649.2649.2
603.3603.3 578.5578.5 591.1591.1

水道事業会計
36.4億円下水道事業会計下水道事業会計

124.0億円124.0億円

一般会計
430.7億円

●市税の内訳
項目 金額

市民税 116億7,733万円
固定資産税 106億2,228万円
都市計画税 19億2,990万円
市たばこ税 9億363万円
軽自動車税 3億3,311万円
入湯税 300万円

目的別分類 歳出を福祉や公共施設整備、教育のためなど、
行政目的の観点から分類

性質別分類
歳出を経済的性質の観点から分類。どのような経費がかかって
いるかや、必要経費（義務的経費）はどのくらいあるかなど、予算
の弾力性や行政運営経費の内容

歳出を 2つの観点から分類！

目的別
歳 出

( )内は総額に
占める割合

土木費
93億1,838万円
（14.6%）
道路や公園などの
公共施設の整備に

教育費
75億9,810万円
(11.9%）
学校教育の充実や
文化・スポーツの振興に

消防費 16億9,873万円（2.7%）
消防や救急業務、防災対策に

衛生費
36億9,880万円
（5.8%）
健康で衛生的な
生活環境の保全に

公債費
43億7,435万円
（6.9%）
市が借りた
お金の返済に

民生費
284億1,625万円
（44.6%）
高齢者や児童、
障害者の
福祉の推進に

総務費
68億3,152万円
（10.7%）
企画・立案や
自治振興に

その他 18億10万円（2.8%）
商業や農業の振興、議会の運営などに

その他
8億9,579万円(1.4％)

義務的経費
325億3,955万円（51.0％）217億617万円（34.1％）

その他経費

投資的経費
94億9,051万円（14.9％）

性質別
歳出

( )内は総額に
占める割合

物件費
89億5,162万円（14.1％）
光熱水費や消耗品費、施設の管理費などに

補助費
60億4,706万円(9.5％）
各団体などへの補助金などに

繰出金
43億5,275万円(6.8％）
他の会計への支出に

公債費
43億7,435万円
（6.9％）
市債の元金や
利子の返済に

人件費
89億6,134万円
（14.0％）
市長や議員、
職員などの
給料などに

生活保護や
児童手当、高齢者
福祉などに

扶助費
192億386万円
（30.1％）

普通建設事業費
94億9,051万円
（14.9％）
道路や学校、公園
などの施設の
新設・増設などに

積立金
14億5,895万円(2.3％)
基金への積み立てなどに

市民 1人当たりの
サービス額は 45.4万円たび！
※歳出総額を人口140,493人
   （ 3 月31日時点）で割って算出

総額 637億3,623万円
前年度比 52億8,966万円増(9.1%増)

歳 出
〔支出〕

くさつの家計簿
くさつの家計簿

■市債残高の推移

一般会計は、行政の基本的な経費を、市税などを主な財源として経理する会計です。一般会計は、行政の基本的な経費を、市税などを主な財源として経理する会計です。
歳入から歳出を引いた 5 億4,436万円のうち、令和 7 年度に繰り越した事業の財源を除いた歳入から歳出を引いた 5 億4,436万円のうち、令和 7 年度に繰り越した事業の財源を除いた
4億6,534万円が黒字額で、57年連続の黒字となりました。4億6,534万円が黒字額で、57年連続の黒字となりました。

一般会計

昨年度の
お金の

使われ方を
見てみよう
たび！

財政指標とは、全国で統一されている指標で、自治体の財政の健康診断に用いられます。財政の健全性を表す ４つの指標は、
いずれも基準を超えておらず、市の財政指標は良好な水準です。

早期健全化基準値内に収まる良好な水準でした財政指標

●令和 6年度決算  健全化判断比率・資金不足比率　

区分 内容 草津市 早期健全化基準
（危険信号※2）

実質赤字比率 普通会計（一般会計と他１会計）の赤字額の標準財政規模※1に占める比率 － １1．73%

連結実質赤字比率 全会計（財産区を除く）の赤字額の標準財政規模に占める比率 － １6．73%

実質公債費比率 全会計（財産区を除く）での借入金の返済額のうち、主に市税によって
返済した額の標準財政規模に占める割合 4．0% ２５．０%

将来負担比率 全会計（財産区を除く）や外郭団体などを含めて、主に市税によって
今後負担すると見込まれる負債の標準財政規模に占める比率 － ３５０．０％

資金不足比率 資金不足比率の対象は、水道・下水道事業会計の 2会計
経営健全化基準

２０．０％
※ 1市税と交付税などの合計額で、市の一般財源の標準的な大きさを示す　※ 2この基準を超えると、財政再建に取り組む必要がある

資金不足
なし！

赤字なし

赤字なし
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● 一般会計
歳入歳出予算額 歳入収入率 歳出執行率
672億2,562万円 39.9% 37.3%

● 特別会計のうち公営企業会計
区分 収入予算額 収入率 支出予算額 執行率 
水道　 26億3,200万円 50.0％ 24億3,900万円 38.6％
下水道 39億8,600万円 41.6％ 35億1,700万円 40.8％

● 特別会計

区分 歳入歳出 予算額 歳入
収入率 

歳出
執行率 

国民健康保険 113億2,200万円 30.7% 33.9%
財産区 1 億9,890万円 92.4% 89.3%
学校給食センター 12億3,560万円 3.5% 36.7%
介護保険 104億7,820万円 40.4% 41.3%
後期高齢者医療 20億8,950万円 35.6% 39.1%

４ ～ ９ 月のお金の動きをお知らせします。令和 7 年度 予算の執行状況 （令和 7 年 ９ 月末時点）

　市では、将来にわたって持続的に発展していけるよう「草津市健全で持続可能な財政運営および財政規律に関
する条例」「財政規律ガイドライン」を定めています。財政規律の確保を図るとともに、市民ニーズの変化に合わ
せて事業の見直しを進め、引き続き健全な財政運営の維持に努めます。

特
別
会
計
の
運
営
状
況

特
別
会
計
の
運
営
状
況
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問 �保険年金課（ 1 階） ☎561-２３６6、561-2480

414,475414,475
428,159428,159

399,828399,828397,392397,392

5 643令和2 (年度)

※医療費用額(10割)÷
  平均被保険者数

420,000

400,000

380,000

360,000

（円）

1 人当たりの療養諸費

365,296365,296

令和 6年度 財政状況

国保税 20億2,264万円
(17.81%)
国保税 20億2,264万円
(17.81%)

国・県支出金
78億679万円
(68.76%)

国・県支出金
78億679万円
(68.76%)

基金繰入金
3億6,604万円
(3.22%)

基金繰入金
3億6,604万円
(3.22%)

その他収入
1億4,934万円
 (1.32%)

その他収入
1億4,934万円
 (1.32%)

繰入金
10億949万円
(8.89%)

繰入金
10億949万円
(8.89%)

113億
5,430万円

保健事業費
9,640万円
（0.86%)

国保事業費
納付金
32億1,889万円
(28.56%)

国保事業費
納付金
32億1,889万円
(28.56%) 保険給付費 76億3,366万円

(67.74%)
保険給付費 76億3,366万円
(67.74%)

その他支出
3億2,010万円
(2.84%)

112億
6,905万円

国保税  国民健康保険加入者からの税金
国・県支出金 国と県からの負担金や補助金
基金繰入金  国民健康保険準備積立金から
　　　　　　　　繰り入れた財源
繰入金  一般会計から繰り入れた財源
その他収入  前年度からの繰越金など
保険給付費  被保険者に給付した医療費、
　　　　　　　　出産・葬祭費など
国保事業納付金 都道府県が国民健康保険事業を
　　　　　　　　行うために市町村から徴収する
　　　　　　　　費用
保健事業費  被保険者の健康保持増進事業の
　　　　　　　　ための事業費
その他 支出  　 還付金や補助金の返還金など

用語の解説歳出歳 入

特定健診受診率（令和 5 年度）

（％）

20.420.4
26.226.2

21.421.4

29.729.7
36.836.8
44.244.2 43.243.2

47.847.8

（歳代）70 605040
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くさつの家計簿

問 �介護保険課（ 1階） ☎561-２３６９、561-24８０

第 1号被保険者
介護保険料
国庫支出金
介護給付費交付金
県支出金
一般会計繰入金
繰越金

総務費
保険給付費
特別給付費
地域支援事業
基金積立金
繰出金

65 歳以上の人からの保険料収入

国からの負担金や交付金など
第2 号被保険者(40～64 歳)の保険料
県からの負担金や交付金など
一般会計から特別会計への繰入金
翌年度への繰越財源

介護認定や保険料徴収のための費用など
介護サービス利用の保険給付
市独自の保険給付
介護予防事業
基金への積立金
一般会計への繰出金

用語の解説

令和元 (年度)2 3 4 65
0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000
(人)

673673

537537

752752

621621
484484
455455
5,0145,014

1,4921,492

709709

553553

791791

661661

524524
458458
5,2535,253

1,5571,557

736736

558558

762762

726726

556556
457457
5,4615,461

1,6661,666

716716

551551

823823

755755

586586
448448
5,5935,593

1,7141,714

743743

661661

880880

741741

641641
452452
5,8555,855

1,7371,737

825825

691691

868868

733733

656656
464464
6,0606,060

1,8231,823

要介護 5

要介護 4

要介護 3

要介護 2

要介護 1

要支援 2 

要支援 1 

�要介護認定者数（各年度末時点の数値）

1号被保険者
（65歳以上の人）の
保険料
23.0%

1 号被保険者
（65歳以上の人）の
保険料
23.0%

2 号被保険者
（40～64歳の人）の
保険料
27.0%

2 号被保険者
（40～64歳の人）の
保険料
27.0%

市の負担金
12.5%
市の負担金
12.5%

県の負担金
12.5%
県の負担金
12.5%

国の負担金
25.0%
国の負担金
25.0%

介護保険の財源構成

歳入 歳出 

第１号被保険者
介護保険料 25億7,847万円 総務費 2 億 7,503万円

国庫支出金 19億4,907万円 保険給付費 93億4,513万円
介護給付費交付金
（支払基金） 25億7,150万円 特別給付費 9,692万円

県支出金 13億5,537万円 地域支援事業 2 億4,596万円
一般会計繰入金 16億6,567万円 基金積立金 19万円
基金繰入金 2,353万円 繰出金 9,179万円
繰越金 1 億 1,374万円 その他の支出 9,733万円
その他の収入 138万円 　 　

合計 102億5,873万円 合計 101億5,235万円

令和 6年度 財政状況

令和
６
年
度

介
護
保
険
の
運
営
状
況

　

第
１
号
被
保
険
者（
65
歳
以
上
）は
3
万

1
，5
0
8
人
で
、
前
年
よ
り
1
4
8
人

（
0
・
47
％
）増
加
し
ま
し
た
。
要
介
護
認
定

者
は
年
々
増
加
傾
向
に
あ
り
、
6
，0
6
0

人（
第
2
号
被
保
険
者（
40
～
64
歳
）の

1
0
0
人
を
含
む
）で
、
前
年
よ
り
2
0
5

人（
3
・
5
％
）増
加
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
認
定
率（
65
歳
以
上
の
人
に
占

め
る
認
定
者
の
割
合
）は
、
19
・
2
％
と

な
っ
て
い
ま
す
が
、
75
歳
以
上
の
後
期

高
齢
者
で
は
29
・
8
％
と
、
約
3
人
に
1

人
が
要
介
護
認
定
を
受
け
て
い
ま
す
。

《
参
考
》

　

40
歳
以
上
の
人
が
納
め
る
介
護
保
険

料
と
公
費（
国
・
県
・
市
）で
、
介
護（
予

防
）な
ど
の
保
険
給
付
を
行
い
ま
し
た（
市

の
特
別
給
付
を
除
く
）。

※�

国
の
負
担
金
の
一
部（
5
％
）の
割
合
は
、

７５
歳
以
上
の
人
口
割
合
な
ど
の
状
況
に

よ
り
、
第
１
号
被
保
険
者
保
険
料
の

割
合
と
調
整
さ
れ
て
い
ま
す（
令
和
６

年
は
国
1.
5
％
、
第
１
号
保
険
料

3.
5
％
）

　

令
和
6
年
度
の
介
護
保
険
の
財
政
状

況
は
、
歳
入
の
102
億
5
，8
7
3
万
円
に

対
し
て
、
歳
出
が
101
億
5
，235


万
円

と
な
り
、
1
億
6
38

万
円
の
黒
字
と

な
り
ま
し
た
。

　

決
算
は
黒
字
と
な
り
ま
し
た
が
、
今

後
も
介
護
給
付
費
の
増
加
が
見
込
ま
れ

ま
す
。
被
保
険
者
一
人
一
人
が
介
護
予

防
に
努
め
、
介
護
が
必
要
に
な
っ
た
と

介
護
保
険
の
財
政
状
況

介
護
保
険
の
財
政
状
況

　

介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
し
た
費

用
の
1
割
を
利
用
者
が
負
担
し
、
残
り

9
割
は
、
保
険
か
ら
給
付
さ
れ
ま
す（
一

定
所
得
以
上
の
利
用
者
は
2
割
ま
た
は

3
割
を
負
担
し
、
残
り
の
8
割
ま
た
は

7
割
は
保
険
か
ら
給
付
）。

　

令
和
6
年
度
の
保
険
給
付
費
は
、
93
億

4
，513


万
円
で
し
た
。

介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
の

介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
の

利
用
状
況

利
用
状
況

き
に
安
心
し
て
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
で
き

る
よ
う
、
こ
れ
か
ら
も
適
切
な
運
営
を

行
い
ま
す
。

要
介
護
認
定
の
状
況

要
介
護
認
定
の
状
況

（
今
年

（
今
年
33
月
末
時
点
）

月
末
時
点
）
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